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弁護士が精選！ 重要労働判例 - 第460回　坂井電機（証拠保

全申立）（損害賠償請求訴訟の提起に備えた証拠保全の申し

立ての合理性）事件

読む前にチェック！ 判決から学べるポイント

① 証拠保全の仮処分決定のポイントは、企業が自らに不利な証拠を改ざん、破棄または隠匿するおそれ

があるか否かである

② 一部の資料の開示、代理人の選任、労働基準監督署の調査への対応といった経緯はそれだけでは重視

されない

坂井電機（証拠保全申立）（損害賠償請求訴訟の提起に備えた証拠保全の申し立ての合理性）事件（名

古屋高裁　令7.2.13決定）

在籍中に死亡した労働者の遺族からの証拠保全申し立てについて、それまでの会社側の対応を考慮して、

同申し立てを退けた仮処分決定を取り消した事例

掲載誌：労判1345号12ページ

［一審］津地裁　令6.12.20決定　労判1345号16ページ

※裁判例および掲載誌に関する略称については、こちらをご覧ください

1　事案の概要

［1］事実関係

　本件は、抗告人X（仮処分申立人・差し戻し審申立人）が、相手方Y社（仮処分相手方・差し戻し審相手

方）に対して、Xの夫でありY社の従業員であった亡Aにつき、安全配慮義務違反を理由として、債務不履行に

基づく損害賠償請求訴訟等の提起を予定しているところ、亡Aの長時間労働の立証のために必要な資料（以

下、本件検証物）について、Y社による改ざん、破棄または隠匿のおそれがあるとして、証拠保全（検証およ
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び提示命令）を申し立てた（以下、本件申し立て）事案である。

亡Aは、Y社のB課に所属し、受注先（工事現場）に赴いて業務を行っていたが、令和6年3月28日ごろ、致

死性不整脈により死亡した。Xが本件申し立て後の令和6年8月から同年9月にかけてY社に対して亡Aの労働時

間に関する資料の送付を求めたところ、Y社は、亡Aの令和5年9月から令和6年3月（7カ月分）までの出勤明

細表を順次開示した。Y社が開示した出勤明細表の記載は、勤務開始時刻も終了時刻もすべて30分刻みであ

った。Xは、時刻の根拠となる資料の提供を求めたが、Y社は、出勤明細表の入力は亡A自身が行ったもので

あり、時刻の裏づけ資料はないと説明した。

Xは令和6年10月8日、Y社に対し、さらに本件検証物の提供を求めたが、Y社は、同年11月21日、労働基準

監督署の調査において直接提出、説明するとして、Xへの提供を拒んだ。

なお、本件検証物の内容は、以下のとおりである。

① タイムカード

② 出勤簿

③ 出退勤時間が記載された資料（電子媒体に記録保存されたものを含む）

④ 亡Aが対象期間において職場で使用していたパソコンのログオン／ログオフの時間についてのログ

⑤ Y社の本社事務所に設置された機械警備の警備開始（スイッチオン）時刻および警備終了（スイッチオ

フ）時刻についてのログ

⑥ 時間外勤務申請書

⑦ 直行・直帰申請書

⑧ 出張申請書、出張報告書

⑨ 休日出勤申請書

⑩ メールの送受信記録

⑪ 交通費の精算書

⑫ 業務日誌、業務日報等、亡Aの日常業務の内容が分かる資料

⑬ その他亡Aが業務に関し作成した一切の資料（電子媒体に記録保存されたものを含む）

［2］仮処分決定

　本件申し立ての第一審である仮処分決定は、おおむね、以下のとおり決定し、Xの申し立てを退けた。

① Y社は、Xの依頼に応じ、亡Aが死亡する以前の出勤明細表（7カ月分）を任意に開示しているのである

し、X代理人が求めたその他の資料についても、Y社が弁護士を代理人として選任し、労働基準監督署へ

の対応を依頼しているとみられることからすれば、Y社がXに対する資料の追加提供を拒否したこと、Y

社代理人と連絡が取れない時期があったことといった事情を考慮しても、本件検証物目録記載の各物件

について、具体的な改ざん等のおそれがあるということはできない。

② 申し立て後の経緯やY社との交渉状況等に鑑みれば、現時点において、緊急に証拠調べを行う必要性は

低下しているといわざるを得ない。

これに対しXが抗告したのが本件である。

2　判断



　本抗告決定は、大要、次のように判断して、原決定を取り消し、本件を地裁へ差し戻した（差し戻し審

〔津地裁　令7.3.13決定　労判1345号20ページ〕では、Xの証拠保全の申し立てが認められている）。

① Xが提起することを予定している訴訟においては、亡Aの実労働時間の把握が重要となると考えられると

ころ、Y社は、XにAの出勤明細表（7カ月分）を開示したものの、その記載内容等に照らし、今後、入

力された出退勤時刻の正確性等を巡って争われることが予想される。

② 本件検証物はいずれも労働時間の把握のために必要な客観的資料であると認められるところ、一般的に

みて、従業員の家族であるXに対し開示をすることに支障があるとは認められない。本件検証物のう

ち、さらに、タイムカードによる記録や電子計算機の使用時間の記録による労働時間の記録の保存期間

は3年とされている（労働安全衛生規則52条の7の3）。

③ 以上の事情に照らせば、Y社において、自らに不利な証拠を改ざん、破棄または隠匿するおそれがある

と認めるのが相当であり、現時点において証拠調ベをしておかなければその証拠を使用することが困難

となる事情があると認められる。Y社が弁護士を代理人として選任していることや、労働基準監督署の

調査に応じる姿勢を示していることは、上記の認定判断を左右するには足りない。

3　実務上のポイント

在籍中の労働者が、従前から患っていた疾病がないにもかかわらず死亡したような場合、それが長時間労

働（さらには過労）によるものではないかとして、遺族側より、在籍中の当該労働者の労働時間の実情を把

握するべく、本件のような資料請求を会社側に対して行うことは、実務上少なくない。その場合、会社側と

しても、それが企業活動上、少なからず支障がある場合（例えば、企業秘密や個人情報の漏えいのおそれが

ある場合）でなければ、これに応じていくことも多く見られるところである。

もっとも、率直に言えば、例えば、本件検証物の⑩⑬などは、分量が膨大なことも多いであろうし、また

何よりも、その個々の内容によっては、企業秘密防衛等の見地より開示を考慮すべき場合もあるのが実情で

ある。それ故、個々のメール、資料につき、企業秘密等が含まれないかをチェックすることとなり、そこに

多大な時間と労力を要することも少なくない。

　本件で、いったん、本件申し立てを退けた仮処分決定が覆された焦点は、「Y社において、自らに不利な証

拠を改ざん、破棄又は隠匿するおそれがある」か否かの点にある。

この点で、基本的に、本件検証物①～③、⑥～⑨などは比較的容易に提供できるのが一般であろうし、同

④⑤も一定の時間があれば困難ではないことが一般と思われる（もっとも、同⑧などは、個々の内容によっ

ては企業秘密防衛等の問題を含む場合があるだろうが）。その点で、時間や判断を要するものはその旨を労働

者側に申し出るとしても、比較的容易に提供できるものはさみだれ式にでも提供していく姿勢を持っていれ

ば、本件の結論は異なっていたと思われる。

なお、仮処分決定では、一部の資料を開示していること、Y社が代理人を選任していること、労働基準監督

署での調査には対応していることを考慮されていたが、抗告審ではこうした経緯は重視していない。これ

は、会社側に代理人がついているからといって、会社側が提供すべきものを（さらには、提供するのにさし

て支障がないものを）破棄、隠匿しないとは限らないし、それは、労働基準監督署の手続きがあるとしても

同様である、との判断によるものと思われる。上記の事情（一部の資料開示等）は、一般的に、抗告審の判



断のように評価されるとは限らず、個別の事案ごとに（それこそ、「一部」の範囲・内容等によって）評価さ

れる問題であろう。
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■裁判例と掲載誌

①本文中で引用した裁判例の表記方法は、次のとおり

事件名 係属裁判所 法廷もしくは支部名 判決・決定言渡日 判決・決定の別 掲載誌名および通

巻番号

(例)小倉電話局事件 最高裁 三小 昭43.3.12 判決 民集22巻3号

②裁判所名は、次のとおり略称した

最高裁　→　最高裁判所（後ろに続く「一小」「二小」「三小」および「大」とは、それぞれ第一・第

二・第三の各小法廷、および大法廷における言い渡しであることを示す）

高裁　→　高等裁判所

地裁　→　地方裁判所（支部については、「○○地裁△△支部」のように続けて記載）

③掲載誌の略称は次のとおり

民集：『最高裁判所民事判例集』（最高裁判所）

集民：『最高裁判所裁判集民事』（最高裁判所）

労民集：『労働関係民事裁判例集』（最高裁判所）

労判：『労働判例』（産労総合研究所）

労経速：『労働経済判例速報』（経団連）

判時：『判例時報』（判例時報社）

判タ：『判例タイムズ』（判例タイムズ社）

労旬：『労働法律旬報』（旬報社）
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